
第４節

（億円）

（注）上記の計数は、SACO関係経費と米軍再編経費のうち地元負担軽減分を含まない。これらを含めた防衛関係費の総額は、歳出額について
は、平成２３年度は４７，７５２億円、平成２４年度は４７，１３８億円になり、後年度負担額については、平成２３年度は３０，２１５億円、平成２４年度は３１，５８３
億円になる。また、平成２４年度新規後年度負担額には、Xバンド衛星通信の整備・運営にかかる額（１，２２４億円）が含まれている。３章６節
１参照

図表 Ⅱ―３―４―１ 防衛関係費（当初予算）の平成２３年度と平成２４年度の比較

防衛関係費

１ 防衛関係費とその推移
防衛関係費は、自衛隊の維持運営経費のほか、防衛施設
周辺の生活環境の整備、在日米軍駐留支援などに必要な経
費を含んでいる。
平成２４年度防衛関係費については、格段に厳しさを増す
財政事情のもと、歳出予算でSACO１関係経費と米軍再編
関係経費のうち地元負担軽減分を除き、前年度と比べて
１７２億円（０．４％）減額２の４兆６，４５３億円と１０年連続のマイ
ナスとなったが、自衛隊の活動経費（一般物件費）は前年度
と比べて４９億円の増額となっており、真に必要な機能に資
源を選択的に集中し、防衛省・自衛隊が国民から期待され
る役割を果たす上で必要な経費は確保している。
なお、平成２４年度一般会計では、SACO関係経費とし
て前年度から１５億円（１４．７％）減額の８６億円、米軍再編関係
経費のうち地元負担軽減分として前年度から４２７億円
（４１．６％）減額の５９９億円が措置されており、これを含めた
防衛関係費の総額は、前年度と比べて６１４億円（１．３％）減額
の４兆７，１３８億円となる。
（図表Ⅱ―３―４―１・２参照）

この他、東日本大震災からの復旧・復興のための経費と
して、平成２３年度補正予算による措置を行ったほか、平成
２４年度予算において、必要な経費を計上している。具体的
には、自衛隊が災害派遣活動を効果的に行うとともに、被
災した自衛隊施設や装備品などを復旧するために必要な経
費として、平成２３年度第１次補正予算では１，８８６億円３、
平成２３年度第３次補正予算では１，６１６億円を計上している。
加えて、平成２４年度予算では１，１３６億円を計上している。
この１，１３６億円は、平成２４年度一般会計とは別途、東日本
大震災復興特別会計に計上しており、平成２４年度一般会計
（SACO・再編関連経費を除く）にこれを加えた防衛関係費
の総額は４兆７，５８９億円（対前年度９６４億円、２．１％増）とな
る。
また、ソマリア沖・アデン湾における海賊対処活動など
に対応するために追加的に必要となる燃料費や南スーダン
PKOへの自衛隊派遣にあたり必要となる人員・物資など
の輸送などに必要な経費として、平成２３年度第４次補正予
算では２８１億円を計上している。

１ Ⅲ部２章３節１参照
２ 「人件・糧食費」（後述）が対前年度比で減少しているという側面が大きい。
３ 平成２３年度第３次補正予算において修正し、２９４億円減少させている。

区 分
平成２３年度 平成２４年度

対前年度増▲減
歳出額（注） ４６，６２５ ４６，４５３ ▲１７２（▲０．４％）

うち人件・糧食費 ２０，９１６ ２０，７０１ ▲２１５（▲１．０％）

うち物件費 ２５，７０９ ２５，７５１ ４２（ ０．２％）

後年度負担額（注） ２９，４０８ ３０，５５５ １，１４７（ ３．９％）

うち新規分 １６，５４０ １７，８９５ １，３５６（ ８．２％）

うち既定分 １２，８６８ １２，６６０ ▲２０９（▲１．６％）
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（平成年度）

（億円）

23 242221201918171615
46,000

46,500

47,000

47,500

48,000

48,500

49,000

49,500
49,26249,262

48,76048,760

48,29748,297
47,90347,903

47,81547,815
47,42647,426
47,02847,028

46,82646,826

46,45346,453

(注) 上記の計数は、SACO関係経費と米軍再編経費のうち地元負
担軽減分を含まない。これらを含めた防衛関係費の総額は、
15年度は49,527億円、16年度は49,026億円、17年度は
48,560億円、18年度は48,136億円、19年度は48,013億
円、20年度は47,796億円、21年度は47,741億円、22年度
は47,903億円、23年度は47,752億円、24年度は47,138億
円になる。

47,58947,589

［復旧・復興関連経費を
含めた場合］

［復旧・復興関連経費を
含めた場合］

46,62546,625

図表 Ⅱ―３―４―２

過去１０年の防衛関係費（当初予算）の推移

２ 防衛関係費の内訳
防衛関係費は、隊員の給与や食事のための「人件・糧食
費」と、装備品の修理・整備、油の購入、隊員の教育訓
練、装備品の調達などのための「物件費」とに大別される。
さらに、物件費は、過去の年度の契約に基づき支払われる
「歳出化経費」１と、その年度の契約に基づき支払われる「一
般物件費」とに分けられる。物件費は「事業費」とも呼ば
れ、一般物件費は装備品の修理費、隊員の教育訓練費、油
の購入費などが含まれることから「活動経費」とも呼ばれ
る。防衛省では、このような分類の仕方を経費別分類と呼
んでいる。
（図表Ⅱ―３―４―３・４参照）
歳出予算で見た防衛関係費は、人件・糧食費と歳出化経
費という義務的な経費が８割を占める。また、一般物件費
も、在日米軍駐留経費負担、基地周辺対策経費２のような

義務的な経費がかなりの部分を占める。
人件・糧食費は、前年度から２１５億円（１．０％）の減額、歳
出化経費は、前年度から６億円（０．０％）の減額、一般物件
費は、前年度から４９億円（０．５％）の増額となっている３。
平成２４年度防衛関係費を経費別のほか、各自衛隊などの
機関別、維持費や装備品等購入費などの使途別に分類する
と、その内訳は、図表Ⅱ―３―４―５のとおりである。
また、歳出予算とは別に、翌年度以降の支払を示すもの
として新規後年度負担額がある。防衛力整備においては、
艦船・航空機などの主要な装備品の調達や格納庫・隊舎な
どの建設のように、契約から納入、完成までに複数年度を
要するものが多い。しかし、わが国の予算は毎会計年度国
会の議決を経なければならないため、原則として予算によ
り認められた国費の支出は当該年度に限られる。そのた

１ 防衛力整備には複数年度にわたるものがある。その場合、契約する年度と代価を支払う年度が異なるため、まず将来における債務負担の上
限額を、国庫債務負担行為（債務を負う権限のみが与えられる予算形式であり、契約締結はできるが、支払はできない。）として予算に計上す
る。それを根拠として契約し、原則として完成・納入が行われる年度に、支払に必要な経費を歳出予算（債務を負う権限と支出権限が与えら
れる予算形式であり、契約締結および支払ができる。）として計上する。このように、過去の契約に基づく支払のため計上される歳出予算を
歳出化経費といい、次年度以降に支払う予定の部分を後年度負担という。

２ 代表的なものは住宅防音事業の経費。Ⅲ部４章３節３参照
３ SACO関係経費、米軍再編経費（地元負担軽減分）を含まないベースによる対前年度比較。以下この項において同じ。
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人件・糧食費 隊員の給与、退職金、営内での食事な
どにかかる経費

物 件 費
（事業費）

装備品の調達・修理・整備、油の購入、
隊員の教育訓練、施設整備、光熱水料
等の営舎費、技術研究開発、周辺対策
や在日米軍駐留経費等の基地対策経費
などにかかる経費

歳出化経費 ２３年度以前の契約に基づき、２４年度に
支払われる経費

一般物件費
（活動経費）

２４年度の契約に基づき、２４年度に支払
われる経費

27年度26年度

後年度負担額（90億円）

契約額（100億円）

25年度24年度

↓
残額支払
（60億円）

歳出化経費

↓
一部支払
（20億円）

歳出化経費

↓
一部支払
（10億円）

歳出化経費

↓
一部支払
（10億円）

一般物件費

契約 納入

め、契約から納入、完成までに複数年度を要するものにつ
いては、複数年度に及ぶ契約を行い、将来（原則５年以内）
の一定時期に支払うことを契約時にあらかじめ約束すると
いう手法をとっている。このような複数年度に及ぶ契約に
基づき、契約の翌年度以降に支払う金額を後年度負担額と
いい、平成２４年度に新たに負担することとなった後年度負
担額（新規後年度負担額）は、前年度から１，３５６億円４

（８．２％）の増額となっている。
さらに、事業規模を示す契約ベース５で見た場合、前年
度から１，４０５億円（５．４％）の増額となっている。
なお、東日本大震災への対応のための平成２３年度補正予
算には、後年度負担として、第１次補正予算では５４１億円、
第３次補正予算では２，４８５億円計上されている。

４ Xバンド衛星通信の整備・運営にかかる額（１，２２４億円）が含まれている。３章６節１参照
５ 一般物件費と国庫債務負担行為に基づく新規後年度負担の合計額。当該年度に契約し、当該年度以降支払われることになる物件費（事業費）
の規模を示す。平成２４年度は２兆７，３３２億円。

防衛関係費の構造
歳出額
防衛関係費は、人件・糧食費と物件費（事業費）に大別

される。さらに、物件費（事業費）は、歳出化経費と一般
物件費（活動経費）に分けられる。

後年度負担額
防衛力整備においては、装備品の調達や施設の整備な

どに複数年度を要するものが多い。このため、複数年度
に及ぶ契約（原則５年以内）を行い、将来の一定時期に支
払うことを契約時にあらかじめ国が約束をするという手
法をとっている。
後年度負担額とは、このような複数年度に及ぶ契約に

基づき、契約の翌年度以降に支払う金額をいう。
（例）１００億円の装備を４年間に及ぶ契約で調達する場合

図表 Ⅱ―３―４―３ 防衛関係費の構造
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　歳出予算で見た防衛関係費は、人件・糧食費
と歳出化経費という義務的な経費が全体の８割
を占めている。
　また、活動経費である一般物件費は全体の２
割程度であるが、そのうち基地周辺対策経費な
どの義務的な経費が４割以上を占めている。
　このように、防衛関係費は単年度でその内訳を
大きく変更することは困難な構造になっている。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度　　27年度　　28年度以降

契約年度

20年度

21年度

22年度

23年度

24年度

契 約

契 約

契 約

契 約

契 約

物件費契約ベース

化
出
歳
に
度
年
当

↓

金
前
る
れ
さ

（44.6％）

（前金）

平成24年度防衛関係費

（35.1％）

（20.3％）

費
食
糧・
件
人

費
経
化
出
歳

）
費
経
動
活
（

費
件
物
般
一

分
定
既

分
規
新

額
担
負
度
年
後

歳出額と後年度負担額の関係

経費別 使途別

人件・糧食費
44.6％

（20,701）

歳出化経費
35.1％

（16,315）

一般物件費
20.3％

（9,437）

機関別

陸上自衛隊
38.2％

（17,723）
人件・糧食費
44.6％

海上自衛隊
23.8％

（11,078）

航空自衛隊
22.5％

（10,435）

その他
15.5％
（7,217）

維持費など
23.8％

装備品等
購入費
16.3％

基地対策経費
9.5％

施設整備費　2.1％
研究開発費　2.0％

その他　1.7％

(注) １　(　)は、予算額、単位：億円。
２　上記の計数は、SACO関係経費(86億円)、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分(599億円)を含まない。
３　使途別内訳の例は、資料18を参照

図表 Ⅱ―３―４―４ 歳出額と新規後年度負担額の関係

図表 Ⅱ―３―４―５ 防衛関係費（当初予算）の内訳（平成２４年度）
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海自が保有するYS―１１輸送機は、東日本大震災において、被災者への全国からの支援物資などの輸送を全力
で行い、その飛行時間が急激に増加した。これにより、運用停止時期が前倒しして到来することとなったた
め、平成２３年度、防衛省では、米海軍が保管す
るKC―１３０Ｒを使用可能な状態に再生し、C―１３０
Ｒ（再生機）として６機を緊急に取得して輸送体
制の欠落を回避することとした。
C―１３０Ｒ（再生機）は、平素からの運用に必要な
飛行性能に加え、大規模災害などにも対応でき
る高い輸送能力を有している。６機を保有すれ
ば、被災した空港の復旧に必要な海自の機動施
設隊を搭載して被災空港に着陸し、物資の集積
拠点を早期に構築することなども可能となる。ま
た、再生機として今後２０年以上運用することが
可能と見込まれており、取得価格も新造機と比
較して安価である。
このように、本件は、再生機の取得
という初めてのケースであるばかりで
なく、高い輸送能力を優れた費用対効
果のもとで整備するものであり、装備
品取得の画期的なケースといえる。

C―１３０Rの整備

YS―１１ C―１３０R（再生機）
搭載重量 約５トン 約２０トン

航続距離 約２，２００㎞
（１．５トン搭載時）

約４，０００㎞
（５トン搭載時）

不整地離着陸能力 × ○

KC―１３０R

輸送能力の比較

第４節 防衛関係費
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ロシアフランスドイツ 中　国英　国米　国日　本

2.25.31.71.22.74.6
131,55178,86842,55538,42059,871666,70342,013

0.8

国防費(百万ドル）
国防費のGDPに
対する比率(％）

(注)１　国防費については、各国発表資料によるものであり､
ドル換算については購買力平価(OECD公表)を用い
ている。

　　　　「1ドル＝111.454739円＝0.659095ポンド＝
0.809770ユーロ(独)＝0.872873ユーロ(仏)

　　　　＝15.938135ルーブル＝3.946元」
　　２　GDPについては、財務省「主要経済指標」などによ

る。
　　３　米国の国防費は、2013年度Historical Tablesによる

狭義の支出額
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図表 Ⅱ―３―４―６ 主要国の国防費（２０１０年度）

（倍）

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
（平成年度）

0

1

2

3

4

5

6

(注) １　各国発表の国防費をもとに作成
　　 ２　平成14年度を１とし、各年の国防費との比率を単純計

算した場合の数値(倍)である(小数点第２位以下は四捨
五入)。

　　 ３　各国の国防費については、その定義・内訳が必ずしも
明らかでない場合があり、また、各国の為替レートの
変動や物価水準などの諸要素を勘案すると、その比較
には自ずと限界がある。

　　 ４　EU主要国については、英国、フランス、ドイツの国防
費合計をもとに算出

　　 ５　資料19参照

日本 0.94倍

EU主要国 1.36倍

米国 2.04倍

中国 3.47倍

ロシア 5.34倍

図表 Ⅱ―３―４―７

最近１０年間における主要国の国防費の変化

３ 各国との比較
各国の国防費は、それぞれの社会経済体制や予算制度の
違いがあり、一義的には把握できない。また、国際的に統
一された定義もなく、公表されている国防費の内訳も明ら
かでない場合が多い。
参照 資料１９

さらに、各国の国防費の比較にあたっては、それぞれの
通貨単位を外国為替相場のレートによりドルに換算する方
法もあるが、この方法で換算した国防費は、必ずしもその
国の物価水準に照らした価値を正確に反映するものとはな
らない。

したがって、わが国の防衛関係費と各国が公表している
国防費をドル換算した上で、単に金額のみを比較すること
には限界があるものの、経済協力開発機構（OECD

Organization for Economic Co-operation and Development
）が公

表している購買力平価１を用いて、各国が公表する国防費
をあえてドルに換算すれば、図表Ⅱ―３―４―６のとおり２で
ある。

１ 各国でどれだけの財やサービスを購入できるかを、各国の物価水準を考慮して評価したもの。
２ 各国の現地通貨建て国防費の推移などは、Ⅰ部１章、図表Ⅱ―３―４―７、資料１９を参照
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